
一関地区広域行政組合一般廃棄物最終処分場整備候補地選定委員会設置要綱 

平成29年12月26日 

一関地区広域行政組合告示第50号 

改正 平成30年３月29日 告示第22号 

（設置） 

第１ 平成29年３月に策定した廃棄物処理基本構想に基づく一般廃棄物最終処分場（以下

「最終処分場」という。）の整備候補地の選定等を行うため、一関地区広域行政組合一般

廃棄物最終処分場整備候補地選定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２ 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

⑴ 最終処分場の整備候補地の選定に関すること。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３ 委員会は、委員10人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから管理者が委嘱する。 

⑴ 学識経験者 

⑵ その他管理者が必要と認める者 

（任期） 

第４ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員を生じた場合における補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５ 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選とする。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第６ 会議は、管理者が招集する。 

２ 委員会の会議は、半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

３ 委員会の議事は、議長を除く出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見

又は説明を聴くことができる。 

（委員の守秘義務） 



第７ 委員は、候補地の選定等の過程で知り得た事実、情報等のうち、個人、法人及びそ

の他の団体の権利利益を害するおそれがあるもの並びに事業の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあるものを他人に漏らしてならない。 

（庶務） 

第８ 委員会の庶務は、総務管理課において処理する。 

（補則） 

第９ この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、管理者が別に定

める。 

   制定文（抄）（平成29年12月26日告示第50号） 

 平成29年12月26日から施行する。 

   制定文（抄）（平成30年３月29日告示第22号） 

 平成30年４月１日から施行する。 


